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第１章　計画の策定にあたって

【国の子育て支援の動向】

· 平成元年の「1.57ショック※」を境に国の少子化対策が本格化し、平成6年12月、「今後の子育て支援のための施策の基本的方向について（エンゼルプラン）」が発表され、以後10年間の子育て支援施策の基本的枠組みが示されました。
· 平成11年12月、「重点的に推進すべき少子化対策の具体的実施計画について（新エンゼルプラン）」が策定され、平成16年度を目標に新たな少子化対策が推進されました。平成15年7月には、少子化の流れを変え、次代を担う子どもたちが健やかに生まれ、成長する社会を形成するために、「少子化社会対策基本法」と「次世代育成支援対策推進法」が制定され、新たな取り組みが展開されました。しかし、少子化の流れが変わることはありませんでした。
※1.57ショック：１人の女性が生涯に産む子どもの数である「合計特殊出生率」が、それま　　　　での最低記録の昭和41年（丙午（ひのえうま））の1.58を下回る史上最低（当時）となったことを指します。
· それまでの少子化対策は、いわば、子どもを産み育てる側の視点に立った取り組みでした。しかし、その考え方では少子化に歯止めがきかないことから、「子どもの最善の利益が実現される社会をめざす」という考え方を基本に、社会全体で子育てを支えつつ、生活と仕事と子育ての調和を重視する新しい方向性が示されました。
· 新しい考え方に沿って、平成19年12月、働き方の見直しによる仕事と生活の調和の実現を目指す「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」が公表され、続いて、平成22年1月に「子ども・子育てビジョン」が少子化社会対策基本法第7条の規定に基づく「大綱」として閣議決定されました。
○平成24年8月に、待機児童の解消や幼児教育・保育の充実を主な目的として、「子ども・子育て支援法」を核とした「子ども・子育て関連３法」が制定され、この関連３法に基づき、就学前の子どもの教育・保育及び地域子育て支援にかかる新たな制度（子ども・子育て支援新制度）が、平成27年度から施行されることになりました。


○次世代育成支援対策推進法については、平成17年度から26年度までの10年間の時限立法として成立しました。しかし、その後、合計特殊出生率は持ち直しがみられるものの、出生数自体は依然として減少傾向が続いており、社会全体への「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」の普及啓発、女性が就労の場で活躍できる取組の促進、企業の仕事と子育ての両立のための環境整備などを、より一層、推進することが必要となっています。このような状況を鑑み、次世代育成支援対策推進法を延長・強化するため、法律の有効期限を平成36年度末まで10年間延長することや、事業主の特例認定制度の創設などを盛り込んだ次世代育成支援対策推進法の一部改正が行われました。また、改正推進法と同時に、母子寡婦法（母子及び寡婦福祉法）、児童扶養手当法の一部改正が行われ、母子家庭及び父子家庭に対する支援施策の充実を図ることになります。これら３つの改正法は平成26年4月23日に公布されました。
■国の少子化・子育て支援等対策の経緯

	平成 2年
	
	· 1.57ショック

	平成 6年12月
	
	· エンゼルプラン（平成７～16年度）の策定

· 緊急保育対策等５か年事業（平成７～11年度）の策定

	平成 9年
	
	· 母子保健事務が市町村へ委譲され、市町村は母子保健計画を策定

	平成11年12月
	
	· 少子化対策推進基本方針の決定

· 新エンゼルプラン（平成12～16年度）の策定

	平成13年 7月
	
	· 仕事と子育ての両立支援等の方針（待機児童ゼロ作戦等）決定

	平成14年 9月
	
	· 少子化対策プラスワンのとりまとめ

	平成15年 6月

7月

9月
	
	· 若者自立挑戦プランの策定

· 次世代育成支援に関する当面の取組み方針の決定

· 次世代育成支援対策推進法の制定

· 少子化社会対策基本法の施行

	平成16年 6月

12月
	
	· 少子化社会対策大綱の決定

· 子ども・子育て応援プラン（平成17～21年度）の決定

	平成17年 6月
	
	· 食育基本法の制定

	平成18年 3月

6月
	
	· 食育推進基本計画の策定

· 新しい少子化対策についての決定

	平成19年 5月

12月
	
	· キャリア教育等推進プランの策定

· 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章の制定

· 仕事と生活の調和推進のための行動指針の制定

· 「子どもと家族を応援する日本」重点戦略の決定

	平成20年 2月

7月

11月

12月
	
	· 新待機児童ゼロ作戦の決定

· 5つの安心プラン ③未来を担う「子どもたち」を守り育てる社会

· 社会保障国民会議最終報告のとりまとめ

· 次世代育成支援対策推進法の改定

· 新青少年育成施策大綱のとりまとめ

	平成21年 6月

7月
	
	· 育児・介護休業法の改正

· 子ども・若者育成支援推進法の制定

	平成22年 １月
	
	· 子ども・子育てビジョン（平成22～26年度）の決定

	　　　　　６月

　 　　　 ７月

11月

平成23年 ７月

平成24年 ３月

　　　　　７月

　　　　　８月

平成25年 ４月

　　　　　６月

平成26年 ４月
	
	· 子ども・子育て新システム検討会議

· 子ども・子育て新システムの基本制度案要綱

· 子ども・若者ビジョン

· 待機児童解消（先取り）プロジェクト

· 子ども・子育て新システムに関する中間とりまとめ

· 子ども・子育て支援法案等関連三法国会に提出

· 育休・介護休業法全面施行

· 子ども・子育て支援法公布

· 待機児童解消加速化プラン

· 少子化危機突破のための緊急対策

· 子どもの貧困対策の推進に関する法律成立

· 被世代育成支援対策推進法等の一部を改正する法律、母子及び寡婦福祉法、児童扶養手当法の一部改正の公布


【忠岡町の子育て支援の取組】

○平成15年に制定された次世代育成支援対策推進法に基づき、都道府県、市町村及び一定規模の事業主に次世代育成支援対策推進行動計画の策定が義務づけられました。（計画は次世代育成支援対策推進法の10年間（平成17～26年度）を前期5年、後期5年で区分して策定）
○この法律に基づき、忠岡町では、平成17～21年度の前期5年間の次世代育成支援行動計画を策定しました。そして、前期計画が最終年度を迎えた平成22年度に、後期5年間（平成22～26年度）の忠岡町次世代育成支援後期行動計画を策定し、次世代育成支援策の一層の推進を図りながら現在に至っています。
○なお、忠岡町の就学前の教育・保育に関しては、町立の幼稚園２園で３歳児から受入れ、在園児を対象に預かり保育を実施するとともに、町立の保育所２園と民間の保育所１園で保育の必要な子どもの受入れを行っています。また、小学生については、２つの小学校の空き教室を活用して、放課後の預かりが必要な１年生から５年生までの留守家庭児童学級を設置するとともに、地域住民の参画により教育コミュニティづくりの一環として、小学１年生から６年生を対象に、キッズクラブ（放課後こども教室）を実施しています。

　〇新たに制定された子ども・子育て支援法により、都道府県及び市町村においては、子ども・子育て支援事業計画の策定が義務づけられました。これに伴い、平成26年度末で計画期間が完了する次世代育成支援後期行動計画は、改正推進法に基づき、法定計画（策定は義務）から各自治体の努力規定（策定は任意）に変更されました。
　〇国の法制度の動向を踏まえ、忠岡町においては、すべての子どもの健やかな成長と子育て家庭への支援の充実を通じて、親も子も笑顔があふれる忠岡町をめざし、包括的な子ども・子育て支援のための計画となるよう、「忠岡町子ども・子育て支援事業計画」を策定しました。
■参考／子ども・子育て支援法の趣旨

　　■参考／次世代育成支援対策推進法の改定概要

　　※なお、忠岡町次世代育成支援後期行動計画に記載されている「子ども・若者計画」については、根拠法である「子ども・若者育成支援推進法」及び「子ども・若者ビジョン」が平成27年度に見直しが予定されています。平成26年７月に、「子ども・若者ビジョン」の総点検の報告書（案）」が子ども・若者育成支援推進点検・評価会議から提出されていることから、この内容を踏まえ、盛り込んでいく予定です。

　①　計画の法的根拠

○本計画は、「子ども・子育て支援法」第61条第１項※に定める市町村計画です。
○本計画には、「改正次世代育成支援対策推進法」第８条※において、市町村の努力義務として定められている「市町村行動計画（次世代育成支援行動計画）」を包含します。ただし、他の計画において進行管理している施策・事業の一部を除きます。

○本計画は、「子ども・若者育成支援推進法」第９条に記載する「子ども・若者計画」の内容も包含するものとします。

　　■本計画の法的根拠




■参考／子ども・子育て支援法の市町村計画について
　
　
　　■参考／子ども・若者計画の作成について

　■参考／子ども・若者計画作成に当たっての留意点

②　計画の位置づけ
○本計画は、忠岡町の上位計画である「忠岡町総合計画」の部門別個別計画として位置づけられます。

○本計画は、子ども・子育て支援法をはじめとする関連の法律や大阪府子ども総合計画（仮称）とともに、関連する個別計画と整合・調和を図りながら策定しています。

○本計画は、子どもの育ちや子育て家庭に対する支援の総合的な取組の基本的方向と、就学前の子どもの教育・保育事業や地域子育て支援事業の具体的な取組を示すものであり、住民をはじめ、保育所、幼稚園、学校、事業者、関係団体、行政がそれぞれの立場において、子どもの育ちや子育て家庭に対する支援に取り組むための指針となるものです。
■計画の位置づけ









○本計画の対象は、生まれる前から乳幼児期を経て、青少年期に至るまでの、おおむね18歳までの子どもとその家庭とします。
○子育て支援を行政と連携・協力して行う、事業者、企業、地域住民・団体等も対象になります。
■参考／子ども・子育て支援法の「子ども」の定義


○本計画の期間は、平成27年度から平成31年度までの５年間とします。ただし、子ども人口の推移や事業の進捗状況等により、計画期間内に一部事業を見直すこともあります。

○計画の最終年度には、それまでの成果と課題などを踏まえて見直し、新たに次期５年間の計画を策定します。

○本計画の策定にあたっては、子ども・子育て支援法第77条第1項の規定に基づき、「忠岡町子ども・子育て会議を」を設置し、計画関連事項について審議を行いました。
○忠岡町子ども・子育て支援に関するアンケート調査を、就学前子ども保護者及び小学生保護者を対象に、それぞれ実施しました。
○本計画に対する住民の意見を広く募集するため、パブリックコメントを実施しました（実施時期は未定）。

①　新制度の目的
○本計画は、幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進するために制定された3つの法律（子ども・子育て関連3法（平成24年8月22日公布））に基づく新たな制度であり、平成27年度（平成27年4月）から施行されます。




②　子ども・子育て支援法に基づく給付・事業の概要
○市町村は「ア　子ども・子育て支援給付」と「イ　地域子ども・子育て支援事業」を実施します。
ア　子ども・子育て支援給付（３つの給付）
	種類
	対象事業

	（ア）施設型給付（※）
	幼稚園、保育所、認定こども園

	（イ）地域型保育給付（※）
	小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育

	（ウ）児童手当
	－


※は、保護者の申請を受けた市町村が客観的基準に基づく保育の必要性を認定（認定区分）した上で給付する。認定区分は以下のとおり。（子ども・子育て支援法19条）
	区分
	年齢
	保育の必要性
	主な利用施設

	1号認定
	3～5歳
	なし（学校教育）
	幼稚園

	2号認定
	3～5歳
	あり（保育認定）
	保育所、認定こども園

	3号認定
	0～2歳
	あり（保育認定）
	保育所、認定こども園、地域型保育


イ　地域子ども・子育て支援事業（13事業）
	1 利用者支援に関する事業
2 地域子育て支援拠点事業
3 妊婦に対して健康診査を実施する事業
4 乳児家庭全戸訪問事業
5 養育支援訪問事業
6 子育て短期支援事業
7 子育て援助活動支援事業
（ファミリー・サポート・センター）
	8 一時預かり事業
9 延長保育事業
10 病児・病後児保育事業
11 放課後児童健全育成事業
12 実費徴収に係る補足給付を行う事業
13 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業


③  市町村子ども・子育て支援事業計画の記載規定
○事業計画に記載する事項は、子ども・子育て支援法において「必須記載事項」と「任意記載事項」が規定されています。（子ども・子育て支援法第61条第2項・第3項）
○本計画では「必須記載事項」「任意記載事項」ともに定めます。
■必須記載事項
	項　　目
	内　　容

	(１) 教育・保育提供区域の設定
	教育・保育提供区域の設定の趣旨及び内容、各教育・保育提供区域の状況等を定めること。

	(２) 各年度における教育・保育の量の見込み並びに実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期
	１　各年度における教育・保育の量の見込み
各年度における市町村全域及び各教育・保育提供区域について、認定区分ごとの教育・保育の量の見込み（満三歳未満の子どもについては保育利用率を含む。）を定め、その算定に当たっての考え方を示すこと。
２　実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期
認定区分ごと、及び特定教育・保育施設（特定教育・保育施設に該当しない幼稚園を含む）又は特定地域型保保育事業の区分ごとの提供体制の確保の内容及びその実施時期を定めること。

	(３) 各年度における地域子ども・子育て支援事業の量の見込み並びに実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期
	１　地域子ども・子育て支援事業の量の見込み
各年度における市町村全域及び各教育・保育提供区域について、地域子ども・子育て支援事業の種類ごとの量の見込みを定め、その算定に当たっての考え方を示すこと。
２　実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期
地域子ども・子育て支援事業の種類ごとの提供体制の確保の内容及びその実施時期を定めること。

	(４) 子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体制の確保の内容
	認定こども園の普及に係る基本的考え方等を定めるほか、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の役割、提供の必要性等に係る基本的考え方及びその推進方策、地域における教育・保育施設及び地域型保育事業を行う者の連携並びに認定こども園、幼稚園及び保育所と小学校等との連携の推進方策を定めること。


■任意記載事項
	項　　目
	内　　容

	(１) 市町村子ども・子育て支援事業計画の理念等
	市町村子ども・子育て支援事業計画に係る法令の根拠、基本理念、目的等を記載すること。

	(２) 産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保に関する事項
	育児休業満了時（原則一歳到達時） からの特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業の利用を希望する保護者が、育児休業満了時から利用できるような環境を整えることが重要であることに留意しつつ、産前・産後休業、育児休業期間中の保護者に対する情報提供や相談支援等、特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業の計画的な整備等、各市町村の実情に応じた施策を定めること。

	(３) 子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する都道府県が行う施策との連携に関する事項
	児童虐待防止対策の充実、母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進、障害児施策の充実等について、都道府県が行う施策との連携に関する事項及び各市町村の実情に応じた施策を定めること。

	(４) 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備に関する施策との連携に関する事項
	仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し及び仕事と子育ての両立のための基盤整備について、各市町村の実情に応じた施策を定めること。

	(５) 市町村子ども・子育て支援事業計画の作成の時期
	市町村子ども・子育て支援事業計画の作成の時期を定めること。

	(６) 市町村子ども・子育て支援事業計画の期間
	市町村子ども・子育て支援事業計画の期間（五年間）を定めること。

	(７) 市町村子ども・子育て支援事業計画の達成状況の点検及び評価
	各年度における市町村子ども・子育て支援事業計画の達成状況を点検及び評価する方法等を定めること。


第２章　子どもと子育て家庭を取り巻く現状と課題

○総人口・総世帯数・１世帯あたりの人口の推移・・・国調・住基
○年齢３区分別人口の推移・・・国調・住基
○子ども人口の推移（町全体）
○出生数・出生率の推移・・・町調べ

○婚姻・離婚件数の推移・・・町調べ

○未婚率の推移・・・国調

○核家族等世帯の推移・・・国調

○障害のある児童の推移（障害者手帳所持者数、その他）・・・町調べ
　　○ひとり親家庭の推移・・・国調か、町の実数があればその推移

　　○18歳未満の子どもがいる生活保護受給世帯の推移・・・町調べ
○男女の年齢５歳階級別就業率の推移（女性のＭ字型カーブの動向、男性の動向）・・・国調
○共働き世帯の推移・・・国調

○児童虐待相談の状況
○児童扶養手当受給者の状況
○特別児童扶養手当受給者の状況
○不登校の状況


○子どもや同居世帯の概況

○現在利用している教育・保育事業と今後の意向

○母親と父親の就労状況と家庭類型の動向
○仕事と子育ての両立支援
○仕事と子育てを両立する上で大変なこと
○子育てに関する不安や負担感
○子育てに関して、日頃悩んでいること、不安なこと
○子育てに関しての相談相手・場所

○近所や地域の人々との付き合い

○子育て環境や支援への満足度


　
○特定事業の達成状況
○基本目標・施策目標別の評価・・・施策・事業の実施状況

第３章　計画の基本的な考え方


○「第５次忠岡町総合計画」では、４つの基本理念と、将来像を次のように定めています。
　　基本理念１　人が輝くまちづくり　　　　

基本理念２　安全・安心なまちづくり

　　基本理念３　快適で活力あふれるまちづくり　　

基本理念４　自立と協働のまちづくり

将来像　　　みんなでつくろう　夢・希望・感動あふれるまち　

　　　　　　　　　～日本一小さなまち・忠岡の挑戦～

○「忠岡町次世代育成支援後期行動計画」の基本理念は、計画が10年間の時限立法に基づくものであったことから、前期計画の基本理念を踏襲して、「みんなで子育て、子ども輝く　忠岡」としています。⇒今回策定の計画で踏襲するかどうか検討します。
○忠岡町の子どもの育ちや子育てについての将来のあり方に対する、子ども・子育て会議の委員の皆様の意見を踏まえたものとします。

○国の「子ども・子育て支援法」や「子ども・子育て支援法に基づく基本指針（案）」における基本理念等を踏まえることも必要。
■参考／子ども・子育て支援法の目的・基本理念等

　　　　
■参考／子ども・子育て支援法に基づく基本指針（案）一部抜粋

」 

　○子ども・子育て支援法に基づく基本指針から
· 子ども・子育て支援は、子どもの最善の利益が実現される社会をめざすことを基本に、子どもの視点に立ち、子どもの生存と発達が保障されるよう、良質かつ適切な内容及び水準のものとすることが必要。

· 社会全体で取り組む視点

· 「親育ち」の過程を支援する視点
　○改正次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画策定指針（案）から

　　　①子どもの視点
　　　②次代の親の育成という視点　←次代の親づくりという視点

　　　③サービス利用者の視点

　　　④社会全体による支援の視点

　　　⑤仕事と生活の調和の実現の視点

　　　⑥結婚・妊娠・出産・育児の切れ目のない支援の視点　←新規

　　　⑦すべての子どもと家庭への支援の視点

　　　⑧地域における釈迦資源の効果的な活用の視点

　　　⑨サービスの質の視点

　　　⑩地域特性の視点

　○「忠岡町次世代育成支援後期行動計画」の基本方向と施策目標を踏まえるとともに、「子ども・子育て支援法」「子ども・子育て支援法に基づく基本指針（案）」における記載事項を踏まえて設定します。
　○各施策間の重複をできる限り避けるとともに、個別計画にある事項については、関連部分の方向性にとどめるなど、記載方法を検討します。

　　　　     
　○計画の基本目標の検討を踏まえて設定します。
　■参考／忠岡町次世代育成支援後期行動計画

　
第４章　総合的な施策の展開

　○計画の施策体系に基づき、基本目標ごとに施策・事業の取組内容を記載します。
第５章　教育・保育・地域の子育て支援について






　※第５章は、資料２で検討します。
第６章　計画の推進



資料編


　○計画の策定経過

　○忠岡町子ども・子育て会議条例

　○忠岡町子ども・子育て会議　委員名簿


　○子ども・子育て支援法に関する用語の説明等

資料１





2014.8.20（水）





１　計画策定の背景





「子ども・子育て支援新制度の３つの柱」


(１) 質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供


(２) 保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改善


(３) 地域の子ども・子育て支援の充実





２　計画策定の趣旨





子ども・子育て支援法に基づき、子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業の着実な実施を柱として、次のことをめざす。


◆乳児期におけるしっかりとした愛着形成を基礎とする情緒の安定や他者への信頼感の醸成、幼児期における他者との関わりや基本的な生きる力の獲得、学童期における心身の健全な発達を通じて、一人ひとりがかけがえのない個性ある存在として認められるとともに、自己肯定感を持って育まれることが可能となる環境を、社会全体の責任で整備すること。


◆保護者が子育ての責任を果たし、子育てや子どもの成長に喜びや生きがいを感じることが可能となるよう、地域や社会が保護者に寄り添いながら、親としての成長を支援すること。


－内閣府「基本指針（案）の要約





次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るため、職場・地域における子育てしやすい環境の整備に向け、次世代育成支援対策推進法の有効期限の延長、一般事業主行動計画の策定・届出義務に係る特例措置の創設、母子家庭及び父子家庭に対する支援の拡充、児童扶養手当と年金の併給調整の見直し等の所要の措置を講ずる。


－厚生労働省資料





３　計画の位置づけ








忠岡町


子ども・子育て支援


事業計画





新規策定





子ども・子育て支援法





子ども・子育て支援法





これまでの成果と課題を踏まえて再構築





改正次世代育成支援


対策推進法





これまでの成果と課題を踏まえて再構築





子ども・若者育成支援


推進法





「子ども・子育て支援法」第61条第１項


　市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとする。





「子ども・若者育成支援推進法」第９条


　市町村は、子ども・若者育成支援推進大綱（都道府県子ども・若者計画が作成されているときは、子ども・若者育成支援推進大綱及び都道府県子ども・若者計画）を勘案して、当該市町村の区域内における子ども・若者育成支援についての計画を作成するよう努めるものとする。





◎国の大綱を「勘案」して作成とは、地方公共団体の状況や抱えている問題は様々であることや地方分権の観点から、そのまま準拠しなければならないということではない。


◎次世代育成支援行動計画の中で、子ども・若者育成支援施策の方針等を定める場合も、子ども・若者計画を作成したこととなる。





第５次忠岡町総合計画


(基本構想・基本計画：平成23年度～32年度)











子ども・子育て支援法











忠岡町子ども・子育て支援事業計画





改正次世代育成


支援対策推進法





子ども・若者


育成支援推進法





第２次忠岡町地域福祉計画


（平成22年度～26年度）


第２次忠岡町地域福祉活動計画


（平成23年度～27年度）





大阪府子ども


総合計画（仮称）








第２次忠岡町障害者計画


（平成18年度～27年度）


忠岡町第４期障害福祉計画（策定中）


忠岡町男女共同参画計画


（平成23年度～32年度）


忠岡町高齢者福祉計画及び介護保険


事業計画2015（策定中）





他の関連分野の施策・事業（人権・教育・産業・環境・都市基盤など）





４　計画の対象





「子ども・子育て支援法」第6条


　この法律において「子ども」とは、十八歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある者をいい、「小学校就学前子ども」とは、子どものうち小学校就学の始期に達するまでの者をいう。





５　計画の期間





６　計画の策定体制





７　子ども・子育て支援法に基づく制度の概要





子ども・子育て支援法


認定こども園法の一部改正法


子ども・子育て支援法及び認定こども園法の一部改正法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（上記２法に伴う児童福祉法ほかの改正）





平成27年４月施行（新制度スタート）





１　親と子を取り巻く状況





２　子ども・子育て支援に関する調査結果の概要





３　次世代育成支援後期行動計画における取組と評価





４　子ども・子育て支援事業計画の主要な課題





１　計画の基本理念





（第１条　目的）


　子ども及び子どもを養育している者に必要な支援を行い、もって一人一人の子どもが健やかに成長することができる社会の実現に寄与することを目的とする。


（第２条　基本理念等）


１　子ども・子育て支援は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下に、家庭、学校、地域、職域その他の社会のあらゆる分野における全ての構成員が、各々の役割を果たすとともに、相互に協力して行われなければならない。


２　子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援の内容及び水準は、全ての子どもが健やかに成長するように支援するものであって、良質かつ適切なものでなければならない。


３　子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援は、地域の実情に応じて、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われなければならない。


（第３条　市町村の責務）


１　子どもの健やかな成長のために適切な環境が等しく確保されるよう、子ども及びその保護者に必要な子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業を総合的かつ計画的に行うこと。


２　子ども及びその保護者が、確実に子ども・子育て支援給付を受け、及び地域子ども・子育て支援事業その他の子ども・子育て支援を円滑に利用するために必要な援助を行うとともに、関係機関との連絡調整その他の便宜の提供を行うこと。


３　子ども及びその保護者が置かれている環境に応じて、子どもの保護者の選択に基づき、多様な施設又は事業者から、良質かつ適切な教育及び保育その他の子ども・子育て支援が総合的かつ効率的に提供されるよう、その提供体制を確保すること。








第一　子ども・子育て支援の意義に関する事項


子ども・子育て支援については、「子どもの最善の利益」が実現される社会をめざすとの考えを基本に、子どもの視点に立ち、子どもの生存と発達が保障されるよう、良質かつ適切な内容及び水準のものとすることが必要である。


また、法は、障害、疾病、虐待、貧困、家族の状況その他の事情により社会的な支援の必要性が高い子どもやその家族を含め、全ての子どもや子育て家庭を対象とするものである。このことを踏まえ、全ての子どもに対し、身近な地域において、法に基づく給付その他の支援を可能な限り講じるとともに、関連する諸制度との連携を図り、必要な場合には、これらの子どもに対する適切な保護及び援助の措置を講じることにより、一人一人の子どもの健やかな育ちを等しく保障することをめざす必要がある。


子どもは、社会の希望であり、未来をつくる存在である。子どもの健やかな育ちと子育てを支えることは、一人一人の子どもや保護者の幸せにつながることはもとより、将来の我が国の担い手の育成の基礎をなす重要な未来への投資であり、社会全体で取り組むべき最重要課題の一つである。


しかるに、子どもの育ちや子育てをめぐる状況は厳しく、結婚や出産に関する希望の実現をあきらめる人々や、悩みや不安を抱えながら子育てを行っている人々がいる。また、親自身は、周囲の様々な支援を受けながら、親として成長していくものであり、全ての子育て家庭を対象に、こうしたいわゆる「親育ち」の過程を支援していくことが必要とされている。


このような状況に鑑みれば、行政が、子ども・子育て支援を質・量ともに充実させるとともに、家庭、学校、地域、職域その他の社会のあらゆる分野における全ての構成員が、子ども・子育て支援の重要性に対する関心や理解を深め、各々が協働し、それぞれの役割を果たすことが必要である。そうした取組を通じ、家庭を築き、子どもを産み育てるという人々の希望がかなえられるとともに、全ての子どもが健やかに成長できる社会を実現していかなければならない。


二　子どもの育ちに関する理念


乳児期におけるしっかりとした愛着形成を基礎とした情緒の安定や他者への信頼感の醸成、幼児期における他者との関わりや基本的な生きる力の獲得及び学童期における心身の健全な発達を通じて、一人一人がかけがえのない個性ある存在として認められるとともに、自己肯定感をもって育まれることが可能となる環境を整備することが、社会全体の責任である。


三　子育てに関する理念と子ども・子育て支援の意義


「父母その他の保護者は、子育てについての第一義的責任を有する」という基本的認識を前提とし、また、家庭は教育の原点であり、出発点であるとの認識の下、子ども・子育てをめぐる環境を踏まえ、子ども・子育て支援は進められる必要がある。


子育てとは本来、子どもに限りない愛情を注ぎ、その存在に感謝し、日々成長する子どもの姿に感動して、親も親として成長していくという大きな喜びや生きがいをもたらす尊い営みである。


したがって、子ども・子育て支援とは、保護者の育児を肩代わりするものではなく、保護者が子育てについての責任を果たすことや、子育ての権利を享受することが可能となるよう、地域や社会が保護者に寄り添い、子育てに対する負担や不安、孤立感を和らげることを通じて、保護者が自己肯定感を持ちながら子どもと向き合える環境を整え、親としての成長を支援し、子育てや子どもの成長に喜びや生きがいを感じることができるような支援をしていくことである。


このような支援により、より良い親子関係を形成していくことは、子どものより良い育ちを実現することに他ならない。








２　計画の基本的な視点





３　計画の基本目標





４　計画の施策体系





(３)安全・安心な


環境づくり





①良質な居住環境の確保


②交通安全対策の推進


③防犯・防災対策の推進





(２)援助の必要な


家庭への支援





①ひとり親家庭への支援


②外国人家庭や帰国子女への支援


③障がいのある児童とその家庭に対する支援





(１)地域における


　 子育て支援





①子育てへの理解促進


②地域における多様な交流の促進


③地域子育て支援活動の育成・支援


④子育て支援サービスの充実





３子どもを安心して


 育てることが


 できる環境づくり





(２)子どもの人権


の尊重





①人権意識の醸成


②児童虐待防止対策及び対応の充実


③子どもに対する相談支援体制の充実





(１)心身を健やかに


　 育む子育て


　 環境の充実





①家庭や地域の教育力・社会力の向上


②学校等教育環境の充実


③次代の親の育成


④子どもの遊び場や交流・体験の場の充実


⑤有害環境対策の推進





２子どもの生きる力


 を育み、健やかな


 成長を支える


 環境づくり





①男女の仕事と家庭・地域生活の調和の推進


②多様で弾力的な保育サービスの充実


③男女共同子育ての推進





(３)仕事と生活の


　 調和推進





(２)子育てに関する


意識啓発及び


相談・情報提供


体制の充実





①子育ての楽しさ・大切さ意識の醸成


②次代の親としての意識の醸成


③子育てに関する相談体制・情報提供体制の充実





(１)母と子の健康


　 づくり支援





①母子の健やかな心と身体の育成支援


②食�EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(※),育)�の推進


③思春期からの健康づくり支援


④小児医療・予防の充実





１子どもを育てる


 喜びが実感できる


 環境づくり





基本理念





みんなで子育て　子ども輝く　忠岡





１　見込量の設定について





２　子ども人口の推計





３　教育・保育提供区域の設定





４　教育・保育の見込量と提供体制





５　地域子ども・子育て支援事業の見込量と提供体制





１　計画の推進体制





２　計画の点検・評価・改善





１　計画の策定経過





２　用語の説明








